
(第二種郵便物認可)<9> 平成 19年 (2007年)3月 20日 (火曜日)  台

目‐
＝

Ｕ

■
〓
″

一〓
言
昔
〓
着
讐
碧
帯
ｉ
暑
■
一

〓
う
言
≡
■
一豊
難
■
一，
Ｉ
Ｉ

■
橿

菫

■

■

■

難

環

一　
　
　
】一
　

一

増‐‐‐‐‐‐し，
ξ
夕
よ
４
締
監
浄
証
無
象
な

・一
一．一̈．一一一・・一一一・一・一一一・・一一一・一
・．一一一一一一・一・・一一一一一一一．一一・一・・・一一・一一．・一．一一一一
一一・・一一・・一一・・̈一．̈一一．・・一・一一・一一一・●
・一一．・一一一一一一一一一．■
・・一．一一一一・一一一・一・一一一一一一・一一一一一一̈一一一一一・一一・一一一一一一一一一．・一一一一一一一一一一一一・一一一一一̈一一一・̈・一．一一一一

轟

　
　
辮

新
し
く
決
ま
っ
た
の
は

「障

害
者
自
立
支
援
法
円
滑
施
行

特
別
対
策
」。
新
制
度
を
着
実

に
定
着
さ
せ
て
い
く
た
め
、

平
成
二
十
年
度
ま
で
に
総
額

一
千
二
百
億
円

（平
成
十
八
年

度
の
補
正
は
九
百
六
十
億
円
）

を
支
援
し
、
さ
ら
な
る
改
善
策

を
進
め
ま
す
。

改
善
策
の
内
容
は
三
つ
の
柱

か
ら
な

っ
て
い
ま
す
。
①
利
用

者
負
担
の
更
な
る
軽
減
②
福
祉

施
設
な
ど
事
業
者
に
対
す
る
激

変
緩
和
措
置
③
新
法
へ
の
移
行

等
の
た
め
の
緊
急
的
な
経
過
措

置
―
―
で
す
。

（利
用
者
負
担
の
更
な
る
軽
減
〉

新
法
で
は
、
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ

サ
ー
ビ
ス
や
通
所
施
設
な
ど
の

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
負
担
額
が
原

則

一
割
に
な
り
、
障
害
者
の
利

用
控
え
な
ど
の
不
安
の
声
が
大

き
く
な
り
ま
し
た
。こ
の
た
め
、

通
所

・
在
宅
障
害
者
の

一
割
負

担
の
上
限
額
を
四
分
の

一
に
引

き
下
げ
、
軽
減
対
象
も
高
額
所

得
者
を
除
く
課
税
世
帯
に
拡
大

し
、
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
際
の

自
己
負
担
を
大
幅
に
軽
減
し
ま

す
。ま
た
、
障
害
者
が
作
業
施
設

で
仕
事
を
し
た
際
に
受
け
取
る

報
酬

（工
賃
）
も
、
従
来
の
工

賃
控
除
の
考
え
方
と
同
様
に
、

年
間
二
十
八
万
八
千
円
が
確
実

に
手
元
に
残
る
よ
う
に
し
ま
し

た
。
〈事
業
者
に
対
す
る
激
変
緩
和

措
置
〉
通
所
施
設
で
は
、
報
酬
が
月

割
り
か
ら
日
割
り
に
な
っ
た
こ

と
で
減
収
に
な
り
ま
し
た
。
こ

の
た
め
、
笙
副
額
暦
髪
八
割

か

ら

九

割

に

引

き

上

げ

ま

し

た
。
ま
た
、
障
害
者
が
通
所
施

設

を

利

用

し

や

す

く

す

る

た

め
、
送
迎
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

も
助
成
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。

（新
法
へ
の
移
行
等
の
た
め
の

緊
急
的
な
経
過
措
置
）

旧
体
系
か
ら
新
し
い
サ
ー
ビ

ス
に
移
行
す
る
こ
と
が
困
難
な

小
規
模
作
業
所
に
つ
い
て
は

百
十
万
円
を
助
成
し
ま
す
。
さ

ら
に
、
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
、
精
神

障
害
者
地
域
生
活
支
援
セ
ン

タ
ー
が
生
活
介
護
な
ど
の
障
害

福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
な
ど
に
移

行
す
る
ま
で
の
間
、
経
過
的
に

運
営
費
も
助
成
さ
れ
ま
す
。
こ

の
ほ
か
、
ケ
ア
ホ
ー
ム
が
バ
リ

ア
フ
リ
ー
化
し
て

新
た
な
サ
ー
ビ
ス

に
移
行
す
る
た
め

の
改
修
員
の
助
成

や
、
さ
ま
ざ
ま
な

支
援
を
行
う

コ
ン

サ
ル
タ
ン
ト
の
派

遣
も
行
わ
れ
ま
す
。

〇平成 19年 度 、 20年 度当 初予諄対応 額

①利用者負担 の更 な る軽減

○平成 18年 度補 正予 算計上額

②事業者に対する激変緩和措置

③新法への移行等のための緊急的な経過措置
※②、③を実施するため、都道府県に基金を造成

(300億 F])
(660億 円)

・旧体 系  従 前額保 障の 引 き上 げ
(80●/●→ 90%)

※ 旧体 系 か ら新 体 系へ移 行 す る場 合 につ い

ても 90%保 障の創設

・通所事業 者  送迎 サー ビス に対 す る助成

③新 法への移行 等 の ための緊急 的 な経 過措

置

◎直 ち には移行 で きな い事 業者 の支援 と法

施行 に伴 う緊急 的 な支援

・小規模 作業所 等 に対 す る助 成

・移行 への改修等 経費、 グル ー プホ ーム借

り上 げのた めの初動経費 の助成

・制 度 改 正 に伴 うか か り増 し経 費 へ の 対

応、広報 ・普及啓発 な ど
(資料 :厚 生労働省)

【改善策 の内害】

① 利 用者負担 の更 な る軽減

◎ 負担 感の大 きい通 所 。在宅 、障害児世帯

を中心 と した対 策 を実施
。通所 。在宅  1割 負担 の上 限額 の 引 き下

り'(1/2→ 1/4)

軽 減対象 の拡大
(収入ベ ー スで概 ね 600万 円 まで )

※障害児 につ いては通 所 。在宅 のみ な らず

入所 にも対象 拡 大 を実施

・入所  工貫控 除の徹 底
(年間 28.8万 円 まで全額控除 )

②事業者 に対 す る激変緩和措 置

◎ 日割 り化 に伴 い減収 して いる通所事業 者

を中心 と した対 策 を実施

障害者自立支援対策

障害者自立支援法円滑施行特別対策

障害者自立支援法の着実な定着を図るため、平成20年 度までの特別対策
として、以下の 3つ の柱からなるもう一段の改善策を講 じる。

【改善策の規模】 1.200億 円

障
害
者
自
立
支
援
法
に
よ

っ

て
、
障
害
者
が
働
き
な
が
ら

一
般

就
労
に
向
け
た
訓
練
な
ど
の
支
援

を
行
う

「授
産
施
設
」
な
ど
で
は

東
京
都
に
あ
る
授
産
施
設
で

は
、
従
来
の
木
工
細
工
づ
く
り
か

ら
、
豆
腐
の
製
造
販
売
に
切
り
替

え
ま
し
た
。

す
る
た
め
の
地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
構
築
な
ど
に
汗
を
流
し
て
い

ま
す
。
こ
れ
ら
は
障
害
者
の
工
賃

ア
ッ
プ
に
な
り
、
地
域
で
自
立
し

広
島
県
で
は
、
老
舗
料
亭
の
経

営
者
が
中
心
に
な

っ
て
、
県
レ

ベ
ル
の
企
業
を
含
め
た
就
労
支

援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
し
ま
し

を
主
に
生
産

・
販
売
し
て
き
ま
し

た
が
、
昨
年
四
月
か
ら
は
老
人

ホ
ー
ム
の
清
掃
や
宅
配
便
の
配
達

な
ど
に
も
仕
事
を
広
げ
ま
し
た
。

サ
ー
ビ
ス
の
内
容
で
施
設
が
選

択
さ
れ
る
時
代
に
な
り
、
事
業
者

も
新
製
品
の
開
発
や
そ
の
た
め
の

設
備
づ
く
り
な
ど
、
商
品
を
販
売

て
暮
ら
す
た
め
の
大
き
な
き
っ
か

け
に
な
り
ま
す
。
そ
の
た
め
に
欠

か
せ
な
い
の
は
、
地
元
の
人
や
商

店
、
企
業
の
支
援
で
す
。

県
の
関
連
委
員
会
で
提
言
す
る
な

ど
、
障
害
者
と
地
域
協
力
の
先
進

事
例
と
し
て
全
国
か
ら
注
目
さ
れ

て
い
ま
す
。

障害者をもつ家族の悩みは多くあ ります。今回

の特別対策では、そうしたさまざまな相談 ・支援

体制を強イヒすることにしました。

その一つが先進地からのスーパーバイザーの派

遣。地域生活移行の取 り組みを早くから進めてい

る滋賀県、愛知県、長野県などの地域から専門知

識を持 つたスーパーバイザーに来てもらい、県や

地域で どのよ うに支援体制をつ く った らいいの

か、そのために必要な地域自立支援協議会の立ち

上げや運営をどうしたらいいのかア ドバイスして

もらいます。

また、障害者団体がよ り社会参加できるため

に、パソコン講座の開催など仲間づくりを進める

のがピアサポー ト事業です。

そのほか、障害児を育てる親同士が交流できる

場所を設け、そこで子育てに関する情報の提供や

子育ての先輩との体験交流の機会を増やした り、

障害児療育支援のためのパンフレッ トも作る予定

です。

これらは関係者の論議を踏まえ、平成 18年度補
正予算や 19年度予算などに計上されたものです。

国 ・地方自治体の福祉政策では財政支援が問題に

もな つていますが、社会的な支援の輸も広が つて
います。その流れを加速 し、わが党は今後も障害

者が地域で安心 して暮 らせる社会の実現を目指し

た政策を推進 していきます。


